
３．平成２４年４月以降の事業所番号及び事業所データの流れについて 
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 1～2桁目  都道府県コード・・・総務省が定めるコード 

    3桁目  事業所区分コード 「１」自立支援法【指定事業所】（ＧＨ・ＣＨ・相談支援事業所を除く） 

                       「２」自立支援法【指定事業所】（ＧＨ・ＣＨ） 

                       「３」自立支援法【指定事業所】（相談支援事業所） 

                       「４」自立支援法【基準該当事業所】 

                       「５」児童福祉法【指定事業所】（障害児相談支援事業所を除く） 

                       「６」地域生活支援事業 

                           「７」児童福祉法【指定事業所】（障害児相談支援事業所） 

                           「８」児童福祉法【基準該当事業所】 

 4～5桁目  郡市区コード・・・郡市区を特定するコード 

 6～9桁目  事業所番号・・・郡市区コード内の通番 

   10桁目  チェックデジット・・・モジュラス１０方式   

平成２４年４月以降の事業所番号について 
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事業所 
政令市・中核市 

市町村（※） 
都道府県 

国保連 

（事業所所在県） 

申請受付 

都道府県事業所
台帳への登録、
事業所番号付番 

事業所台帳 

の受領 

指定決定 

市町村事業所台帳へ
の登録 

指定通知公示 

指定申請 

※指定特定相談支援事業者及び障害児相談支援事業者については、市町村が指定を行う。 

  平成２４年４月から①都道府県知事が処理している指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の 

指定並びに指定相談支援事業者の指定については、指定都市及び中核市へ移譲されること、②指定特定相談支 

援事業者及び障害児相談支援事業者の指定については、市町村が行うこととされている。 

 

 上記①、②に伴う事業所データの流れについては、以下の取扱いとなるのでご留意いただきたい。 

平成２４年４月以降の事業所データの流れについて 
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・都道府県が国保連に事業所台帳を提出する際に必要となる 

 項目（インタフェース仕様書都道府県編で定める項目）等を、 

 情報提供すること。 

・指定申請があった事業所において、既に他のサービス等で事業 

 所番号を取得済みの場合は、当該番号を都道府県に情報提 

 供すること。 



４．平成２４年４月以降の介護給付費等の請求事務について（案） 
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 平成２４年４月の政省令改正に伴い、請求省令様式等の追加及び一部改正を行う。 

様式名称 様式番号 区分 変更内容 

介護給付費・訓練等給付費等請求書 様式第一 変更 相談支援の充実に伴い、「地域相談支援給付費」欄を追加。 

介護給付費・訓練等給付費等明細書 様式第二 

様式第三 

変更 利用者負担の見直しに伴い、「給付率」欄を削除。 

「給付率に基づく請求額」欄を「1割相当額」欄に名称変更。 

「給付率に基づく利用者負担額②」欄を「利用者負担額②」欄に名称変更。 

特例介護給付費・特例訓練等給付費等 

明細書 

様式第六 変更 利用者負担の見直しに伴い、「給付率」欄を削除。 

「給付率に基づく請求額」欄を「1割相当額」欄に名称変更。 

「給付率に基づく利用者負担額②」欄を「利用者負担額②」欄に名称変更。 

地域相談支援給付費明細書 様式第九 新規 相談支援の充実に伴い、地域相談支援給付費の請求を行う場合に使用する 

請求様式を新たに追加。 

計画相談支援給付費請求書 様式第十 新規 相談支援の充実に伴い、計画相談支援給付費の請求を行う場合に使用する 

請求様式を新たに追加。 

特例計画相談支援給付費請求書 様式第十一 新規 相談支援の充実に伴い、特例計画相談支援給付費の請求を行う場合に使用する 

請求様式を新たに追加。 

地域移行支援提供実績記録票 様式２０ 新規 相談支援の充実に伴い、地域移行支援の支援実績の報告に使用する 

実績記録票の様式を新たに追加。 

地域定着支援提供実績記録票 様式２１ 新規 相談支援の充実に伴い、地域定着支援の支援実績の報告に使用する 

実績記録票の様式を新たに追加。 

障
害
者
自
立
支
援
法 

平成２４年４月からの介護給付費等の請求書様式等の主な改正点について 
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様式名称 様式番号 区分 変更内容 

障害児通所給付費・入所給付費等請求書 様式第三 新規 障害児支援の強化に伴い、障害児通所給付費・入所給付費等の請求を行う 

場合に使用する請求様式を新たに追加。 

障害児通所給付費・入所給付費等明細書 様式第四 新規 障害児支援の強化に伴い、障害児通所給付費・入所給付費等の請求を行う 

場合に使用する請求様式を新たに追加。 

障害児相談支援給付費請求書 様式第五 新規 相談支援の充実に伴い、障害児相談支援給付費の請求を行う場合に使用する 

請求様式を新たに追加。 

特例障害児通所給付費等請求書 様式第六 新規 障害児支援の強化に伴い、特例障害児通所給付費の請求を行う場合に使用する 

請求様式を新たに追加。 

特例障害児通所給付費等明細書 様式第七 新規 障害児支援の強化に伴い、特例障害児通所給付費の請求を行う場合に使用する 

請求様式を新たに追加。 

特例障害児相談支援給付費請求書 様式第八 新規 相談支援の充実に伴い、特例障害児相談支援給付費の請求を行う場合に 

使用する請求様式を新たに追加。 

障害児入所支援提供実績記録票 様式１ 新規 障害児支援の強化に伴い、障害児入所支援の支援実績の報告に使用する 

実績記録票の様式を新たに追加。 

児童発達支援提供実績記録票 様式３ 新規 障害児支援の強化に伴い、児童発達支援の支援実績の報告に使用する 

実績記録票の様式を新たに追加。 

医療型児童発達支援提供実績記録票 様式４ 新規 障害児支援の強化に伴い、医療型児童発達支援の支援実績の報告に使用する 

実績記録票の様式を新たに追加。 

放課後等デイサービス提供実績記録票 様式５ 新規 障害児支援の強化に伴い、放課後等デイサービスのサービス提供実績の報告に 

使用する実績記録票の様式を新たに追加。 

保育所等訪問支援提供実績記録票 様式６ 新規 障害児支援の強化に伴い、保育所等訪問支援の支援実績の報告に使用する 

実績記録票の様式を新たに追加。 

児
童
福
祉
法 
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 本様式は、指定事業所番号（１０桁）の３桁目が「１」又は「２」の事業所が使用する様式。 

当該指定事業所番号単位での 

  ① 介護給付費 

  ② 訓練等給付費 

  ③ 地域相談支援給付費（平成２４年４月以降） 
  ④ 特定障害者特別給付費（補足給付費） 
  ⑤ 特別対策費 

  ⑥ 処遇改善助成金 

  ⑦ 自治体助成額 

の請求合計額を記載する。 

請求書の作成は、事業所番号単位で行い、            

同一事業所番号で管理される事業所の介護給付費等の請求は、 

一括で行う。 

「地域相談支援給付費」欄を追加。 

平成２４年４月以降、地域相談支援給付費に関する集計額等を記載する。 

介護給付費・訓練等給付費等請求書の記載における変更点 

※ 処遇改善助成金の取り扱いについては、現在検討中。 
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 本様式は、指定事業所番号（１０桁）の３桁目が「１」の事業所が使用する様式。 

同一事業所番号で括られた指定事業所が、一人の支給決定障害者
等に複数事業のサービスを提供した際には、請求明細書は一枚のみ作
成する。 

「給付率」欄を削除。 

「給付率に基づく請求額」欄を「１割相当額」欄に、 

「給付率に基づく利用者負担額②」欄を「利用者負担額②」欄に変更。 

 

「１割相当額」欄 ： 総費用額に１０／１００を乗じて得た額を記載する。 

            （端数処理：小数点以下は切捨て） 
「利用者負担額②」欄 ： １割相当額を記載する。 

                ただし、法第三十一条が適用された受給者の場合、 

                「法第三十一条に基づく市町村が定める額」もしくは 

                「１割相当額」のうち小さい額を記載する。 

対象サービス種類から「児童デイサービス」を削除。 

介護給付費・訓練等給付費等明細書（ＧＨ・ＣＨ以外）の記載における変更点 

※ 処遇改善助成金の取り扱いについては、現在検討中。 
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 本様式は、指定事業所番号（１０桁）の３桁目が「２」の事業所が使用する様式。 

同一事業所番号で括られた指定事業所が、一人の支給決定障害者
等に複数事業のサービスを提供した際には、請求明細書は一枚のみ作
成する。 

「給付率」欄を削除。 

「給付率に基づく請求額」欄を「１割相当額」欄に、 

「給付率に基づく利用者負担額②」欄を「利用者負担額②」欄に変更。 

 

「１割相当額」欄 ： 総費用額に１０／１００を乗じて得た額を記載する。 
            （端数処理：小数点以下は切捨て） 
「利用者負担額②」欄 ： １割相当額を記載する。 
                ただし、法第三十一条が適用された受給者の場合、 
                「法第三十一条に基づく市町村が定める額」もしくは 
                「１割相当額」のうち小さい額を記載する。 

介護給付費・訓練等給付費等明細書（ＧＨ・ＣＨ）の記載における変更点 

※ 処遇改善助成金の取り扱いについては、現在検討中。 
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 本様式は、登録事業所番号（１０桁）の３桁目が「４」の事業所が使用する様式。 

同一事業所番号で括られた基準該当事業所が、一人の支給決定障
害者等に複数事業のサービスを提供した際には、請求明細書は一枚
のみ作成する。 

「給付率」欄を削除。 

「給付率に基づく請求額」欄を「１割相当額」欄に、 

「給付率に基づく利用者負担額②」欄を「利用者負担額②」欄に変更。 

 

「１割相当額」欄 ： 総費用額に１０／１００を乗じて得た額を記載する。 

            （端数処理：小数点以下は切捨て） 
「利用者負担額②」欄 ： １割相当額を記載する。 

                ただし、法第三十一条が適用された受給者の場合、 

                「法第三十一条に基づく市町村が定める額」もしくは 

                「１割相当額」のうち小さい額を記載する。 

対象サービス種類から「児童デイサービス」を削除。 

特例介護給付費・特例訓練等給付費等明細書の記載における変更点 

※ 処遇改善助成金の取り扱いについては、現在検討中。 
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 本様式は、指定事業所番号（１０桁）の３桁目が「３」の事業所が使用する様式。 

同一事業所番号で括られた指定事業所が、一人の支給決定障害者
等に複数事業のサービスを提供した際には、請求明細書は一枚のみ作
成する。 

地域相談支援提供時には、当該サービス種別の番号を記載し、 

開始年月日、終了年月日、利用日数の該当項目を記載する。 

① 「サービス内容」欄に、サービスコード表に記載された名称を記載する。 
② 「サービスコード」欄に、サービスコード表に記載されたサービスコードを記載する。 
③ 「単位数」欄に、サービスコード表に記載された単位数を記載する。 
④ 「回数」欄に、当該月における算定回数を記載する。 

⑤ 「サービス単位数」欄に、単位数に回数を乗じて算出した単位数を記載する。 

① 「サービス種類コード」欄に、サービスコードの上2桁の番号及び名称を記載する。 
② 「サービス利用日数」欄に、当該月におけるサービス提供実日数を記載する。 
③ 「給付単位数」欄に、サービス単位数の合計を記載する。 
④ 「単位数単価」欄に、当該事業所に適用される１単位の単価を記載する。 
⑤ 「総費用額」欄に、給付単位数に単位数単価を乗じて得た額を記載する。 
   （端数処理：小数点以下は切捨て） 
⑥ 「給付費請求額」欄に、実際に請求する額を記載する。 
⑦ 「合計」欄に、各欄の合計額を記載する。 

地域相談支援給付費明細書の記載における留意点 
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 本様式は、指定事業所番号（１０桁）の３桁目が「３」の事業所が使用する様式。 

計画相談支援給付費の請求の際には、計画相談支援対象障害者等
ごとに請求明細書の作成は行わず、本様式のみを使用する。 

① 「モニタリング日」欄に、サービス利用支援の場合は計画作成日、 

   継続サービス利用支援の場合はモニタリング日を記載する。 

② 「サービスコード」欄に、サービスコード表に記載されたサービスコードを記載する。 
③ 「単位数」欄に、サービスコード表に記載された単位数を記載する。 
④ 「請求額」欄に、単位数に単位数単価を乗じて得た額を記載する。 
   （端数処理：小数点以下は切捨て） 

① 「件数」欄に、請求に係る計画相談支援対象障害者等の数を記載する。 

② 「地域区分」欄に、地域区分を記載する。 

③ 「単位数単価」欄に、当該指定特定相談支援事業所に適用される 

   １単位の単価を記載する。 

「小計」欄 に、請求額の合計を記載する。 

計画相談支援給付費請求書の記載における留意点 


	20120111①説明会資料 .pdf
	20120111②説明会資料 
	20120111③説明会資料 
	20120111④説明会資料 
	20120116⑤説明会資料 
	⑥説明会資料



